
令和6年度⽂部科学省調達改善計画の概要
⽂部科学省における調達の透明性、公平性、競争性の確保・向上等を⽬指し、調達に関する⽬標設定と結果の
検証・評価を実施する体制を整備することにより、PDCAサイクルによる⾃律的な調達改善の実現を⽬指す。

調達改善に向けた審査・管理の充実
•事業者選定における外部有識者の活⽤（公平性・透明性の確保）
•契約監視委員会等による⼀者応札・応募や随意契約を⾏った調達案件
等を対象とした事後検証と改善状況のフォローアップ
•会計監査組織による⼀者応札・応募や不落不調となった案件の要因分析
と再発防⽌策の重点的なチェック

調達事務のデジタル化の推進
•⼊札説明会のオンライン開催、電⼦メールによる⾒積書徴取の推進
•政府電⼦調達システムを活⽤した随意契約における電⼦契約の推進

•⼊札説明会への参加者等に対するアンケートやヒアリングの実施
•事務⽤機器や消耗品を対象とした共同調達・⼀括調達の推進
•各種マニュアルや⼀者応札の改善事例等の有益情報の充実
•仕様書や公募要領等の好事例を蓄積・データベース化
•業務効率化やコスト削減の意識醸成につながる研修の企画・実施 等

その他の取組

•上半期（4〜9⽉）終了後及び年度終了後にそれぞれ⾃⼰評価を実施
•⾃⼰評価の結果を今後の調達改善の取組や計画の策定に反映 等

⾃⼰評価

共通的な取組調達の現状分析

競争性向上のための改善⽅策の推進（⼀者応札・応募の改善のための取組）
①⼀者応札の改善に係る⽬標設定
•令和4年度の⼀者応札⽐率49.6％から10％以上の低減を⽬標
•企画競争から総合評価落札⽅式への移⾏を推進

②資格要件・実績要件の精査
•原則として総合評価落札⽅式では実績要件を必須項⽬に設定せず

③調達予定情報等の発信強化
•調達予定情報は年4回以上、メールマガジンは毎営業⽇発信

④調達時期の管理強化
•原則として第4四半期からの事業開始を禁⽌（早期執⾏を促進）

⑤全競争⼊札等案件におけるチェックリストの活⽤
•調達担当部署が競争性確保・向上の取組状況をセルフチェック

スタートアップを始めとした新規事業者からの調達拡⼤
•企業等への幅広い声掛け、時価を踏まえた適切な予定価格の設定

随意契約事前確認公募の活⽤及び価格交渉の推進
•形式的な⼊札を取り⽌め、価格交渉による経済性の確保を推進

重点的な取組

⽬的

改善に
向けた
取組

外部有識者の活⽤
•契約監視委員会等における事後検証
•随意契約事前確認公募への移⾏審査
•⼀者応札・応募の改善状況のフォローアップ
•計画の策定、⾃⼰評価への意⾒、提案 等

⾏政事業レビュー推進チーム
•統括責任者︓⼤⾂官房⻑、
（代理）サイバーセキュリティ・政策⽴案総括審議官
•副統括責任者︓会計課⻑、政策課⻑、メンバー︓各局課筆頭課⻑等

※本計画の実務上の推進を［調達改善ワーキングチーム］が担うものとする。

会計監査組織との連携
•調達⼿続の各段階における事前監査
•⼀者応札・応募や不落不調案件の要因
分析と再発防⽌策の重点的なチェック
•調達担当部署への調達改善の指導 等

推進
体制

⽂部科学省における令和4年度の調達実績 2,609件、1,256億円
→ うち教育、研究開発等の委託契約 1,865件、 724億円（58％）
→ うち汎⽤的な物品・役務の調達 451件、 92億円（ 7％）
→ うち義務教育諸学校の教科書の調達 283件、 435億円（35％）


